
本業を通じた貢献

4つの市場別セグメント

トランスポーテーション デイリーライフ＆ヘルスケア エレクトロニクス ビルディング＆コンストラクション

ターゲット市場

自動車、鉄道、船舶市場等

ターゲット市場

医療、生活資材、食品包材等

ターゲット市場

エネルギー、情報通信、IT機器等

ターゲット市場

住宅、ビル、建築資材、土木等

主要分野

ワイヤーハーネス 自動車成形部材

主要分野

医療製品 ゴム代替 食品包装用ラップ

主要分野

電力・産業電線 情報通信
モビリティ
ロボット・FA

光学用フィルム

主要分野

建装用フィルム 住宅・建築資材

事
業
領
域

コンパウンド
ベースの樹脂に添加剤を何種類か混ぜ合わせ、新しい性質を持たせた
複合材料で、主に押出成形や射出成形に使われる素材。塩化ビニル樹
脂をはじめ、熱可塑性エラストマー、機能性コンパウンドを開発、製造、販売。

●  ワイヤーハーネス被覆用コンパウンド 
（自動車用電線）
●  自動車成形部材用コンパウンド 
（シール部品・モール部品・機能部品等）

●  医療用コンパウンド 
（チューブ・シリンジガスケット等）
●  食品用コンパウンド 
（飲料用キャップシール等）
●  生活・産業資材用コンパウンド 
（グリップ・チューブ等）

●電力・産業ケーブル被覆用コンパウンド
●情報通信ケーブル被覆用コンパウンド
●ロボット・FAケーブル被覆用コンパウンド
● EV充電ケーブル被覆用コンパウンド

●  内装部材用コンパウンド 
（断熱窓枠等）
●  建設資材用コンパウンド 
（点字ブロック・土木用ホース等）

フィルム
配合した樹脂の特性に適した製法で高品質フィルム製膜を実施。ま
た、複数のフィルムを貼り合わせたり、表面に塗料をコートすること
により、意匠性や機能性を付与したフィルム製品を開発、製造、販売。

●フレキシブルフラットケーブル用絶縁フィルム
●自動車モール加飾フィルム

●サイングラフィック用フィルム
●家電用フィルム
●農業用フィルム

●半導体用フィルム
●自動車ウィンドウ用フィルム
●ディスプレイ用フィルム

●キッチン・家具用化粧フィルム
●浴室用フィルム
●高級壁装用フィルム
●建築ウィンドウ用フィルム

食品包材
日本で初めて塩化ビニル樹脂の食品包装用ラップを開発したパイオニ
アとして、家庭用から業務用まで、品質・性能を追求するとともに、食
品や自動包装機などに適した食品包装用ラップを開発、製造、販売。

●  食品包装用ラップ（業務用・家庭用）

グローバルマーケティングの更なる発展を目指します
環境やビジネスがグローバル規模で大き

く変化している中、当社はその変化に対応
した樹脂素材でソリューションを市場へご
提案しています。インフラや生活住環境に
不可欠な塩化ビニル樹脂コンパウンド、環
境素材として好適な熱可塑性エラストマー
コンパウンドのほか、熱可塑性樹脂を機能
化し薄膜化したフィルムや食品包装用ラッ
プなどを開発・製造・販売し、すべての産
業に貢献しています。
自動車のEV化、生産設備の自動化、CO2ガスの排出低減化で求められる製
品のほか、バイオマス製品や樹脂のリサイクル性向上製品など、いま特に市場か
ら求められている製品の販売も強化しています。今後はアレルゲン物質低減製品
や遮熱機能を高めた製品など、特殊機能製品もラインナップに入れ、すべての生
活空間に対し更なる貢献を目指していきます。
販売エリアは日本、ASEAN、米国、中国を中心として、今後も更なる拡大を

目指していきます。

営業本部長　梶
かじやま
山 学

がくゆき
之より

当社グループは、コンパウンド、フィルム、食品包材の3つの領域において、トランスポー
テーション、デイリーライフ＆ヘルスケア、エレクトロニクス、ビルディング＆コンストラク
ションの4つの市場別セグメントで事業を行っています。
国内外の各拠点の連携により、営業部門をはじめとした全部門で合理化・効率化を進

めています。市場や顧客ニーズを的確に捉え、戦略を立て着実に実行することで、グローバ
ルに活躍する日系企業をはじめ、非日系企業とのビジネスを拡大しています。

事業セグメント
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本業を通じた貢献　事業セグメント

トランスポーテーション

ワイヤーハーネス
ワイヤーハーネスは電力供給や信号通信を担う、自動車の安全な稼働には必須の部品です。当社グループは日系企
業の自動車を中心としたワイヤーハーネス用被覆材の供給を通じて自動車産業を支えています。ASEAN・インド・中
国・北米ほかで多くの実績を有しており、近年では非日系自動車への展開も進めています。今後はBEVやPHVの拡大
が予測されており、従来のワイヤーハーネス用被覆材にはない性能が求められています。既存製品の販売増加と新た
な市場獲得に取り組んでいきます。

2023年度
（2022年度比）
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日系自動車生産台数と当社自動車成形部材用コンパウンド売上高
（万台）（億円）

※ 日系自動車メーカーの
公表値に基づく当社調べ

2023年度
（2022年度比）
市場伸び ：＋7%

売上高 ：＋14%

自動車成形部材
自動車には、異物混入の防止、燃費向上、振動吸収といった走行の快適性につながる重要な部品としてプラスチッ

クが多数使用されています。当社グループは、モール類、シール部品、ブーツ、空力部品等多数の実績があり、グロー
バル展開も進めています。また、熱可塑性エラストマーは軽量化が図れることでCO2ガスの排出低減が可能なことから、
加硫ゴム代替の素材としても注目されており、当社では耐熱性・耐油性・ゴム弾性において優れた製品の開発に成功
しています。加硫ゴムや金属といった素材の転換を通じ、環境に配慮した製品の拡販を目指します。

医療用塩化ビニル（塩ビ）コンパウンド
医療用塩ビコンパウンドでは、国内市場向けで求められる高い品質と安定供給能力を活かして着実に販売シェアを伸

ばしてきました。血液回路部材、輸液チューブセット、血液バック等の用途においては長年の供給実績があり、材料面か
ら日本の医療機器市場を支えています。海外では、特にASEANにおいてタイ、ベトナム、インドネシアの3拠点の供給網
による医療市場での日系企業の取引深耕に加え、安定品質とグローバルでの供給能力を活かした非日系企業の新規開
拓を進めています。日本市場のみならず北米・アジア市場においても当社グループのプレゼンスを高めていきます。
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世界の透析回路販売数量と当社医療用塩ビコンパウンド売上高
（億円） （百万セット）
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※ 出典
『メディカルライフサイエンス』
富士キメラ総研

ゴム代替（エラストマー）
ゴム代替コンパウンドでは、医療用途における高い衛生性をベースに、機能性を付与した製品提案により採用実績を積み
上げてきました。ゴムからエラストマーへの素材転換による部材の軽量化、成形性の向上、加工時ならびに製品自体のリサイ
クル性向上を実現し、環境に配慮した製品として拡販を進めています。医療用途で採用された実績をもとにヘルスケア、生活・
産業資材等の幅広い分野でのゴム代替コンパウンドの提案・拡販活動を進めるとともに、バイオマス材料を使用したバイオ
マスプラスチックRIKEBIO®シリーズをはじめとした環境素材の展開にも取り組んでいきます。
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国内の医療ゴム生産量と当社ゴム代替コンパウンド売上高
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※ 出典
日本ゴム工業会

デイリーライフ＆ヘルスケア

2023年度
実績

2024年度
中計最終年度計画

売上高 400億円 425億円

セグメント利益 36億円 36億円
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実績

2023年度
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売上高 340億円 354億円

セグメント利益 27億円 25億円
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売上高の推移（単位：百万円）
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ワイヤーハーネス

カウルトップ
自動車のボンネットとフロントガラス
の境に使用する外装部品

グラスランチャンネル
ガラスと窓枠の間をシールする部品

輸液チューブセット

シリンジガスケット バイアル瓶
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電力・産業電線
電力・産業電線分野では、国内の建設電販市場で都
市再開発や工場新設、物流倉庫等の非住宅分野向けで
の案件獲得を目指しており、海外ではASEANを中心に
再生可能エネルギーによるインフラ、建設電販分野での
需要増加に対応する拡販活動に取り
組んでいます。同分野で培った技術力
と品質管理力、原材料調達力の強み
を活かし、国内・海外でのシェアアップ
を目指します。

本業を通じた貢献　事業セグメント

エレクトロニクス ビルディング＆コンストラクション
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国内の電力・建設電販市場向け電線銅量と当社コンパウンド売上高
（億円）
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 コンパウンド売上高
■電線銅量

※ 出典
日本電線工業会

情報通信/モビリティ/ロボット・FA
近年、機械の小型化や省エネ化に伴い電線ケーブルの

要求性能は高まっており、当社グループでは材料承認や実
績化に取り組んでいます。国内ではデータセンターや半導体
工場関連向け需要に対応した新規案件の獲得、海外では
半導体需要の回復によるロボット・FA市
場向け製品の拡販活動を進めています。
また、拡大するEV市場向け製品の拡販
活動も進めています。今後は、情報通信
市場ならびにロボット・FA市場における
新製品を投入し販売増加を目指します。
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光学用フィルム
遮熱フィルムは、室内への熱の取り込みを抑え、室内空調

のエネルギー消費抑制による環境負荷低減に貢献できる製
品として拡販を目指しています。今後、より遮熱機能を高めた
新規製品投入などにより、自動車ウィンドウ用フィルムに加えて、
建築ウィンドウ用フィルムでも販売増加を
目指します。半導体用途では、加工装置
メーカーとも協業し、常に付加価値のある
製品を提供可能な体制の強化と新規分
野への拡販を目指します。
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国内の非住宅着工床面積と当社建装用フィルム売上高
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建設経済研究所

■売上高（海外）
■売上高（国内）
■非住宅着工床面積

建装用フィルム
建装用フィルムは意匠・機能・施工性など様々な機能を同時にかなえる製品の提案と顧客の期待の先を行くサービス

の徹底でシェアアップを目指して販売を行っています。国内は、今後も需要が見込まれる店舗改築、リフォーム需要向け
の高級壁装用フィルムの販売に加え、様々な機能性エクステリア商品を今後の注力分野としています。海外は、北米市
場を中心に、家具表面加飾用としてトレンドであるマット調意匠フィルムをはじめとした製品の提案に取り組むとともに、
環境配慮製品として需要の高まるリサイクルグレード、バイオマスグレードの提案を通じて販売増加を目指します。

住宅・建築資材
国内では「住宅省エネキャンペーン」による需要が見込まれる樹脂サッシ用塩ビコンパウンドの販売を推進してきまし

た。販売を通して、住宅窓の断熱性能の向上によるCO2削減にも大きく寄与してきました。今後は、住宅・建材用途のエ
ラストマーコンパウンドに機能性を付与しながら、環境対応製品とゴム代替製品の新規採用と拡販を目指していきます。
海外では、ASEANを中心としたインフラ・建築資材分野の需要増加による案件を確実に獲得し、販売増加を目指します。

0

10

20

30

40

50

70

60

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

2021年度
前中計最終年度

実績

2022年度
実績

2023年度
実績

2024年度
中計最終年度
計画

国内の建設市場投資額と当社住宅・建築資材向けコンパウンド売上高
（億円） （兆円）

40 48 53 50

50
66 50 55

13

11
9

18

59 60 59
62

103

125
112

123

2023年度
（2022年度比）
市場伸び ：△2%
売上高 ：△10%

■売上高（ASEAN）
■売上高（北米）
■売上高（国内）
■建設市場投資額

※ 出典
建材産業レポート
NO.73©RICE
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実績

2024年度
中計最終年度計画

売上高 266億円 280億円

セグメント利益 10億円 14億円
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2023年度
実績

2024年度
中計最終年度

計画

2023年度
実績

2024年度
中計最終年度計画

売上高 250億円 290億円

セグメント利益 12億円 11億円

21,493
24,626 25,022

29,000

売上高の推移（単位：百万円）

2021年度
前中計最終年度

実績

2022年度
実績

2024年度
中計最終年度

計画

2023年度
実績

パワーケーブル

EV充電ケーブル

遮熱フィルム

壁装用フィルム

住宅・建築資材
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